講座14－2
  地方公務員法改正と等級別基準職務表の

条例義務化問題について
１．地方公務員法改正の概要
（１）能力本位の任用制度の確立【第１５条・第１５条の２関係】

任用（採用、昇任、降任、転任）の定義を明確化するとともに、職員の任用は、職員の人事評価その他の能力の実証に基づき行うものとする。

（２）採用の方法、試験機関、採用試験の公開平等、受験資格、採用候補者名簿の作成、選考による採用、昇任の方法、昇任試験又は選考の実施、降任及び転任の方法【第１７条の２～第２１条の５】

（３）職階制を廃止し、人事評価制度の導入【第６条、第２３条～第２３条の４関係】

職階制については、国家公務員と同様に廃止する。職員がその職務を遂行するに当たり発揮した能力及び挙げた業績を把握した上で行われる人事評価制度を導入し、これを任用、給与、分限その他の人事管理の基礎とする。

（４）分限事由の明確化【第２８条関係】

分限事由の一つとして「人事評価又は勤務の状況を示す事実に照らして、勤務実績がよくない場合」と明確化する。

（５）その他【第２５条・第５８条の３関係】

職務給原則を徹底するため、地方公共団体は給与条例で「等級別基準職務表」を定め、等級別に職名ごとの職員数を公表するものとする。

※ 特定地方独立行政法人の職員に対しても、同様の措置を講ずる。

２．等級別基準職務表の条例義務化問題への対応について
〔別記〕のとおり。

〔別　記〕

「等級別基準職務表の条例化および等級等ごとの職員の数の公表に
関する総務省通知」に対する解説および対応方針（改訂版）
自治労本部総合労働局
	

	＜県本部への留意事項＞
　下記の通り、「等級別基準職務表」の規定内容によっては、組合員（職員）の生涯賃金ベースでの水準にも大きな影響を及ぼす可能性があることから、県本部は、個別単組の現行の職務表の点検を実施するとともに、交渉状況や条例化の動向等の把握に努めていただくよう、要請します。

	


はじめに
(１)　通知の意義・取り扱いについて
　　　2014年の地公法改正により、能力・実績主義と職務給の原則の徹底を目的として、等級別基準職務表の条例化（第25条）および等級等ごとの職員数の公表（第58条の３）が義務付けられることとなった。今回、総務省から発出された通知（総行給第31号／2015年４月10日）は、それらの運用に関わり、自治体に周知徹底させるためのものである。
　　　なお、今般の改正により規定された「等級別基準職務表」は、「個々の職務を給料表の各等級へ分類する際の具体的な基準として、等級別の職務内容を明確にするもの」として位置づけられているが、従来、「級別職務分類表」などの名称で、自治体によって規則や条例で規定されてきたものである。内容としては、国家公務員における「職員の職務を級に分類するに当たって、級別にその分類基準となるべき標準的な職務の内容を定めたもの」として人事院規則で定められている「級別標準職務表」と同様のものである。
　　　本来、賃金決定や人事管理は、自治体が条例や規則に基づいて自主的に行うものである。したがって、①人事院規則と異なる等級別基準職務表を自治体が設け、これにもとづいて個々の職員をそれぞれの職務の級に格付けすることには何ら違法性はないこと、②総務省が恣意的な基準を設け、これに合致しない等級別基準職務表を設けることが、あたかも不適切であるかのように指導することは、労使交渉と自治体の自主的決定に対する不当な介入にあたること、③組織編成や年齢構成、使用している給料表や運用の違いなど、自治体の実情を踏まえれば、全国画一的に「係長は●級」などと決めることはできず、また、それを単純に自治体間で比較することはできないこと、などを当局との共通認識とする必要がある。
　　　とくに、総務省が例示するような基準を画一的に自治体に当てはめた場合、実際の運用に合致せず、組織の停滞を生む可能性があるとともに、逆にそれを解消するためにポストを乱発することも考えられる。実情に合わない制度が導入された場合、影響を第一に受けるのは職員であり、その結果による行政の混乱・停滞は、地域住民にも悪影響を及ぼしかねない。
　　　そのため、本「通知」は、総務省も「地公法59条（技術的助言）に基づくもの」と記載している通り、あくまでも自治体に対する助言であって強制力はなく、仮に再三にわたる「要請」と称した圧力が総務省からあっても、それを直ちに受け入れる必要はないことを当局に認識させる必要がある。
(２)　組合の対応について
　　　この間、総務省は、「いわゆる『わたり』の是正」として、全国的な調査を実施し、結果を個別自治体名も含めて公表するなど、地方公務員の昇格について、厳しく是正を求めてきた。また、財務省も、国公と地公の級構成の差異などを無視して「地公は上位級の在職割合が高い」などの批判を繰り返してきている。
　　　今回の地公法改正は、こうした地公給与への圧力の一環と見ることもできるが、国や議会から「不適正な給与制度・運用」との不要・不当な批判を受けないためには、職務と給料表における級を一致させる一定の「理屈付け」が必要になる。とくに、等級別基準職務表を条例化するにあたり、現行よりも低い級への格付けとなるような場合には、生涯賃金としては数百万円単位でのマイナスを生じさせる可能性もあり、なおかつ、いったん条例化された格付けを変更することには、非常な困難が伴う。
　　　したがって、十分な労使交渉・協議を行い、現行水準を維持・改善しながら、職場の実情に合わせた基準を作ることが必要である。本解説と対応方針は、そのための材料として取りまとめたものであり、単組・県本部においてご活用いただきたい。
　　　また、人事委員会を設置する団体においては、等級別基準職務表に関しては、地公法第８条及び第14条第２項の規定により人事委員会に勧告権があるものと考えられること、また条例を改（制）定する場合に地方公共団体の議会は人事委員会の意見聴取が義務付けられていることから、人事委員会との交渉・協議が求められる。
　　　なお、国においては人事院規則に同様の規定が設けられていることや、前述した人事委員会の勧告権などから、等級別基準職務表が法律上も勤務条件に該当するものであることは明らかであり、その規定内容は、職員の賃金・労働条件に直結するものであることから、「管理運営事項」等を理由として当局が交渉を拒否することはあってはならないことを付記する。
1.　等級別基準職務表の条例化について
(１)　基本的な考え方
　　　前述のとおり、等級別基準職務表については、「給料表の級」と「各自治体の職務」との関連性を明らかにするものであり、現時点においても、規則等ですでに定められているものである。2015年４月からの給料表の構造を見直した東京都（３・４級の統合）などを除き、基本的には、給料表の級と職務との関係には変化がないため、現在定められている関係をそのまま条例化（規則に規定されている職務表を条例に規定する）すれば良いだけのことである。
　　　しかし、今回総務省が通知を発出し、職務表についてのさまざまな「助言」を行っていることから、条例化に際して引き下げ方向での見直しが提案される可能性が高いと見るべきである。
　　　総務省が通知で示すような内容を、現在の状況を勘案せずにそのまま当てはめた場合、①それぞれの職場の実情から乖離した制度となり、混乱をもたらす恐れがあること、②フレキシブルな人事を阻害・抑制しかねないこと、③昇格の上限が抑えられることによって賃金抑制につながること、などから、適切ではない。「国から示されたから」や「近隣の自治体に倣って」などの理由で安直に決められることなく、現在の職場で行われている昇格や昇任の実情に合わせた内容となるように交渉・協議を行っていく必要がある。そのためにも、現在の職場にある仕事・職務と給与の関係を単組内で整理しておくことが望ましい。
　　　交渉の際には、最初に、賃金抑制のために等級別職務基準表を定めるのではないことを当局と確認をすることとする。その上で、昇格・昇任だけではなく、生涯賃金にも大きな影響を及ぼしかねない（別表参照）ことから、変更する場合には、生涯賃金の試算を行うなど、十分な検討を進める必要がある。また、自治労全体として、引き続き、係長・同相当職の国公行(一)４級到達、課長補佐・同相当職の国公行(一)６級到達をめざす。
(２)　個別の論点
　　①　相当職について（通知1.(２)②）
　　　　相当職については、今回の通知で「～に相当する職務」「～に準ずるものの職務」といった表現は避けることとされていることから、相当職の使用を当局が敬遠することが予想される。相当職とは臨時的に置かれる職が想定されており、それに関しては通知の内容に従えば人事委員会規則等において具体的な職名ごとの職務を規定することを助言している。その際に、現在相当職とされている全ての職務が遺漏なく引き続いて相当職となるよう求めることも考えられるが、後述する「2.公表」までを念頭に協議を進める必要がある。また、ライン職と同様（相当）であることを明らかにするため、補職等発令による職務の明確化なども検討する必要がある。さらに、例えばこれまで４級に「課長補佐に相当する職務」が置かれていたならば、それに替えて、少なくとも４級に「困難な業務を処理する係長の職務」といった職務の設置を求めるなどの手法を検討することとする。
　　　　なお、要求するにあたっては、国家公務員の級別標準職務表の４級に「府県単位機関の係長職」、６級に「本省の課長補佐職」が規定されていることも参考とする（国公の級別標準職務表については、別紙参照）。
　　②　２つ以上にわたっての格付けについて（通知1.(２)③）
　　　　通知では、職務の複雑、困難及び責任の度が同程度の職については２つ以上の級に格付けできないものとしている。しかし一方で、職名が同一であっても、職務の複雑、困難及び責任の度が異なる場合には２つ以上の級に格付け可能としていて、国においてもすべての職に２つ以上の級が格付けされており、各自治体においても１つの職名に困難度合の異なる職務が存在することから、上記①の例のように係長であっても４級となるような柔軟な運用が可能となるよう求める。
　　③　自治体規模について（通知1.(２)④）
　　　　自治体ごとに規模や職制の違いがある以上、画一的な基準によって等級別基準職務表を定めることは不適切である。通知でも、当該市町村の規模、行政組織等に応じた対応関係や等級数を考慮とあることから、近隣自治体の内容にとらわれることなく、当該自治体の実情にあった内容且つ現行の運用状況に沿った内容となるよう求める。
　　④　すでに条例により級別職務分類表等が定められている場合
　　　　法改正により「等級別基準職務表」と規定されたことから、級別職務分類表等の名称で同内容のものが人事委員会規則等で定められている場合や、すでに条例で級別職務分類表等の名称で定められている場合においても、名称変更を行う自治体が出ることが予想される。
　　　　いずれの場合も、それらの際に内容の変更が行われる場合も考えられることから、当局の動きには十分注意する必要がある。なお、名称については、「特段、等級別基準職務表に変更をする必要はない」との見解を総務省は示している。
2.　等級等ごとの職員数の公表について
　職員数の公表については、既存の地方公共団体給与情報等公表システムの公表様式中の「級別職員数等の状況」程度の内容までとすることを求める。通知では職の内訳についても公表することが適切とあるが、法律上「職制上の段階ごとに」と規定されており、個々の職名まで公表することは求められていないことに留意すべきである。とくに、職名によってはそれだけで容易に対象となっている個人が特定できてしまう場合があり、重大な人権侵害を引き起こす可能性がある。内訳を公表する場合には、ある程度職務内容によってグループ化をはかるなどして、詳細な職名までは公表しないように求める。
　例：「職制上の段階ごと」とは、「課長」「係長」等を指す。また、消費者生活センター、衛生センター、地域交流センターがある場合、それぞれの名称を載せずに各センターの所長３人といった形でまとめてカウントする。
3.　企業職員及び技能労務職員に係る等級別基準職務表等の取り扱いについて
　企業職員及び技能労務職員については、等級別基準職務表の条例化及び等級等ごとの職員数の公表は適用除外とされている。したがって、通知にあるよう条例化を行う必要はないものである。そもそも技能労務職の賃金その他の労働条件は、給与の種類及び基準についてのみ条例で定めるとされ、初任給や昇任・昇格の基準など運用等はすべて団体交渉事項となっていることから、等級別基準職務表を定めるにあたっては必ず内容を含めて協約を締結する。
　また、職員数の公表を含め、労使交渉の結果如何によるところである。労使合意もないままに、一般行政職に合わせて等級別基準職務表の規則化及び職員数の公表が行われないよう注意が必要である。特に、職員数の公表については、公表により誤解を生むことのないよう慎重な対応が求められるものであり、仮に公表を行うとしても級ごとの人数を公表する程度とするのが望ましい。
※　補足説明
　　企業職及び技能労務職には、労働協約締結権が認められている。
　　労働協約と条例・規則の内容が異なることとなった場合、条例については、当局は改正案を議会に提出する義務が生じるものの、「提出すれば足りる」とされ、改正の可否は議会に委ねられることとなる。それに対し、規則については、協約内容に則して改正する義務が生じるとされている。
　　条例と規則には、①実効性において差があること、②改正地公法において条例化については求められていない（適用除外となっている）こと、③労働基本権を後退させることにつながること、などから、少なくとも条例化は阻止する必要がある。
4.　再任用職員、任期付職員、臨時・非常勤等職員に係る等級別基準職務表等の取り扱いについて
 (１)　再任用職員
　　　国家公務員と同様に、一般の職員（いわゆる「正規職員」をいう。以下同じ）と同様の給料表の各級に単一号給の給料表を加えたものとしていることが想定されることから、一般の職員に適用される等級別基準職務表にのっとって、その職務が分類されることが考えられるが、定年前に培った能力や知識を生かした働き方が求められていること等も踏まえた職務分類とすることが必要。
　　　また、再任用短時間勤務職員についても同様の取扱いとなるもの。
(２)　任期付職員
　　①　地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関する法律（以下「任期付職員法」という。）第３条第１項の特定任期付職員については、国家公務員と同様に、簡素な号給構成からなる給料表が設定されていることが想定されるが、その場合には、国家公務員と同様（注：人事院規則23－０（任期付職員の採用及び給与の特例）第６条）に、当該給料表の各等級に分類する際に基準となるべき職務を条例で定めようとする動きが出ることが想定される。
　　②　任期付職員法第３条第２項の任期付職員については、国家公務員と同様に、一般の職員と同様の給料表が適用されていることが想定されるが、その場合には、一般の職員に適用される等級別基準職務表にのっとって、その職務が分類されることとなり、新たに等級別基準職務表を規定する必要はないものと考えられる。
　　③　任期付職員法第４条又は第５条の任期付職員又は任期付短時間勤務職員については、
　　　ア　一般の職員と同様の給料表を使用あるいは給料表の各級に単一号給の給料表を加えたものとしている場合には、一般の職員に適用される等級別基準職務表にのっとって、その職務が分類されることとなり、新たに等級別基準職務表を規定する必要はない。
　　　イ　任期付職員独自の給料表が設定されている場合には、当該給料表の各等級に分類する際に基準となるべき職務を等級別基準職務表として定めようとする動きが出ることが想定される。

　　　　　なお、一般の職員とは別に独自に定める際には、一般の職員との均衡が図られる必要がある。
 (３)　臨時・非常勤等職員
　　　非常勤職員（臨時的任用職員のうち非常勤の者を含む。）については、地方自治法第203条の２に基づき、報酬が支給されることとなり、複数の等級を持つ給料表の適用は想定されないことから、等級別基準職務表を定める必要もないものと考えられる。
　　　また、臨時的任用職員のうち、任期の定めのない職員と同様の給料表を適用している場合は新たに規定する必要はないと考えられる。独自の給料表が適用されている場合には、別に等級別基準職務表を定めようとする動きが出ることが想定される。
　　　なお、給料表及び等級別基準職務表の設定に関しては、一般の職員との処遇上の均等、均衡が求められる。
 (４)　等級及び職制上の段階ごとの職員の数の公表について
　　①　独自の給料表を定めた場合は給料表ごとに公表。
　　②　一般の職員と同様の給料表を使用あるいは給料表の各級に単一号給の給料表を加えたものとしている場合には一般の職員と併せて給料表ごとに公表することが求められている。
　　　　その際一般の職員とは区別して公表することが考えられるが、数が少ない場合などは他の職員とあわせて公表しその旨を記載することなども想定される。

　　　　なお、臨時的任用職員のうち非常勤の職員に関しては公表の対象外とすることが想定される。
　　　※　対応については2.を参照のこと
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